
電話サービス契約約款の一部改正 
新旧対照 

旧 新 
 

 

（付加機能の提供） 

第50条 当社は、契約者から請求があったときは、その契約者回線について料金表第１

表第１（基本料金）に定めるところにより付加機能を提供します。 

  ただし、次の場合には、その付加機能を提供できないことがあります。 

⑴ （略） 

⑵ （略） 

２ （略） 

３ （略） 

４ 当社は、料金表第１表第１に別段の定めがあるときは、東日本電信電話株式会社の

電話サービスに係る契約者に当社の付加機能を提供します。 

（注１） （略） 

（注２） （略） 

（付加機能の提供） 

第50条 当社は、契約者から請求があったときは、その契約者回線について料金表第１

表第１（基本料金）に定めるところにより付加機能を提供します。 

  ただし、次の場合には、その付加機能を提供できないことがあります。 

⑴ （略） 

⑵ （略） 

２ （略） 

３ （略） 

４ 当社は、料金表第１表第１に別段の定めがあるときは、ＮＴＴ東日本株式会社の電

話サービスに係る契約者に当社の付加機能を提供します。 

（注１） （略） 

（注２） （略） 

（電話番号案内） 

第99条 当社は、当社が付与した電話番号若しくは電話番号以外の番号又は当社が別に

定める協定事業者が提供する電気通信サービスの番号（以下「電話番号等」といいま

す｡)の案内（以下「電話番号案内」といいます｡)を行います。 

（注１） （略） 

（注２） （略） 

（注３）本条に規定する当社が別に定める協定事業者は、エヌ・ティ・ティ・コミュ

ニケーションズ株式会社並びに別記33に規定する端末系事業者、中継事業者及び

携帯・自動車電話事業者のうち、当社が別に定める協定事業者とします。 

（電話番号案内） 

第99条 当社は、当社が付与した電話番号若しくは電話番号以外の番号又は当社が別に

定める協定事業者が提供する電気通信サービスの番号（以下「電話番号等」といいま

す｡)の案内（以下「電話番号案内」といいます｡)を行います。 

（注１） （略） 

（注２） （略） 

（注３）本条に規定する当社が別に定める協定事業者は、ＮＴＴドコモビジネス株式

会社並びに別記33に規定する端末系事業者、中継事業者及び携帯・自動車電話事

業者のうち、当社が別に定める協定事業者とします。 

別記 

１ 

～ （略） 

４ 

５ 相互接続通話の料金等の取扱い 

 ⑴ 

 ～ （略） 

 ⑶ 

 ⑷ 別記34に規定する接続形態により行われる相互接続通話のうち中継事業者等（エ

ヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社又は別記33に規定する中継事業者を

いいます。以下同じとします。）に係る相互接続通話（当社が別に定める電気通信設

備に着信するものに限ります。）の料金の取扱いは、次のとおりとします。 

  ア （略） 

  イ （略） 

別記 

１ 

～ （略） 

４ 

５ 相互接続通話の料金等の取扱い 

 ⑴ 

 ～ （略） 

 ⑶ 

 ⑷ 別記34に規定する接続形態により行われる相互接続通話のうち中継事業者等（ＮＴ

Ｔドコモビジネス株式会社又は別記33に規定する中継事業者をいいます。以下同じと

します。）に係る相互接続通話（当社が別に定める電気通信設備に着信するものに限

ります。）の料金の取扱いは、次のとおりとします。 

  ア （略） 

  イ （略） 
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 ⑸ 

 ～ （略） 

 ⑻ 

６ 

～ （略） 

32 

33 他社相互接続通話に係る協定事業者 

 ⑸ 

 ～ （略） 

 ⑻ 

６ 

～ （略） 

32 

33 他社相互接続通話に係る協定事業者 

 協定事業者 内     容   協定事業者 内     容  

 １ 端末系事業

者 
（略） 

  １ 端末系事業

者 
（略） 

 

 ２ 中継事業者 電気通信番号規則別表第10号に規定する電気通信番号を用いて電

気通信サービスを提供する協定事業者（東日本電信電話株式会社

及びエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社を除きま

す。） 

  ２ 中継事業者 電気通信番号規則別表第10号に規定する電気通信番号を用いて電

気通信サービスを提供する協定事業者（ＮＴＴ東日本株式会社及び

ＮＴＴドコモビジネス株式会社を除きます。） 

 

 ３ 

～ （略） 

６ 

（略） 

  ３ 

～ （略） 

６ 

（略） 

 

  

34 相互接続通話の接続形態と料金の取扱い 

 ⑴ 発信側の電気通信設備：当社の契約者回線又は公衆電話の電話機等 

   着信側の電気通信設備：端末系事業者に係る電気通信設備又は当社の契約者回線等 

34 相互接続通話の接続形態と料金の取扱い 

 ⑴ 発信側の電気通信設備：当社の契約者回線又は公衆電話の電話機等 

   着信側の電気通信設備：端末系事業者に係る電気通信設備又は当社の契約者回線等 

 

接 続 形 態 

料金設

定事業

者 

料金請

求事業

者 

料金の支払いを

要する者 

料金に関するそ

の他の取扱い 

  

接 続 形 態 

料金設

定事業

者 

料金請

求事業

者 

料金の支払いを

要する者 

料金に関するそ

の他の取扱い 

 

 1 （略） （略） （略） （略） （略）   1 （略） （略） （略） （略） （略）  

 ２ エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーション

ズ株式会社に係る事

業者識別番号を使用

して通話を行った場

合 

エヌ・

ティ・

ティ・

コミュ

ニケー

ション

ズ株式

会社 

当社 エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社の契約約款

等に規定する者 

エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社の契約約款

等に別段の定め

がある取扱いを

除き､この約款

の定めるところ

によります。 

  ２ ＮＴＴドコモビジネ

ス株式会社に係る事

業者識別番号を使用

して通話を行った場

合 

ＮＴＴ

ドコモ

ビジネ

ス株式

会社 

当社 ＮＴＴドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款等に

規定する者 

ＮＴＴドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款等に

別段の定めがあ

る取扱いを除き､

この約款の定め

るところにより

ます。 

 

 ３ （略） （略） （略） （略） （略）   ３ （略） （略） （略） （略） （略）  
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 ⑵ 発信側の電気通信設備：当社の契約者回線又は公衆電話の電話機等 

   着信側の電気通信設備：携帯・自動車電話事業者に係る電気通信設備 

 ⑵ 発信側の電気通信設備：当社の契約者回線又は公衆電話の電話機等 

   着信側の電気通信設備：携帯・自動車電話事業者に係る電気通信設備 

 

接 続 形 態 

料金設

定事業

者 

料金請

求事業

者 

料金の支払いを

要する者 

料金に関するそ

の他の取扱い 

  

接 続 形 態 

料金設

定事業

者 

料金請

求事業

者 

料金の支払いを

要する者 

料金に関するそ

の他の取扱い 

 

 1 （略） （略） （略） （略） （略） （略）   1 （略） （略） （略） （略） （略） （略）  

 ２ エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーション

ズ株式会社に係る事

業者識別番号を使用

して通話を行った場

合 

エヌ・

ティ・

ティ・

コミュ

ニケー

ション

ズ株式

会社 

同左 エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社の契約約款

等に規定する者 

エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社の契約約款

等に定めるとこ

ろによります。 

  ２ ＮＴＴドコモビジネ

ス株式会社に係る事

業者識別番号を使用

して通話を行った場

合 

ＮＴＴ

ドコモ

ビジネ

ス株式

会社 

同左 ＮＴＴドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款等に

規定する者 

ＮＴＴドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款等に

定めるところに

よります。 

 

 ３ （略） （略） （略） （略） （略）   ３ （略） （略） （略） （略） （略）  

  

⑶ 発信側の電気通信設備：当社の契約者回線又は公衆電話の電話機等 

   着信側の電気通信設備：エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社又は中

継事業者に係る電気通信設備（当社が別に定めるものに着信するものに限ります。） 

⑶ 発信側の電気通信設備：当社の契約者回線又は公衆電話の電話機等 

   着信側の電気通信設備：ＮＴＴドコモビジネス株式会社又は中継事業者に係る電気

通信設備（当社が別に定めるものに着信するものに限ります。） 

 

接 続 形 態 

料金設

定事業

者 

料金請

求事業

者 

料金の支払いを

要する者 

料金に関するそ

の他の取扱い 

  

接 続 形 態 

料金設

定事業

者 

料金請

求事業

者 

料金の支払いを

要する者 

料金に関するそ

の他の取扱い 

 

 1 （略） （略） （略） （略） （略）   1 （略） （略） （略） （略） （略）  

 ２ エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーション

ズ株式会社に係る事

業者識別番号を使用

して通話を行った場

合 

エヌ・

ティ・

ティ・

コミュ

ニケー

ション

ズ株式

会社 

当社 エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社の契約約款

等に規定する者 

エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社の契約約款

等に別段の定め

がある取扱いを

除き､この約款

の定めるところ

によります｡ 

  ２ ＮＴＴドコモビジネ

ス株式会社に係る事

業者識別番号を使用

して通話を行った場

合 

ＮＴＴ

ドコモ

ビジネ

ス株式

会社 

当社 ＮＴＴドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款等に

規定する者 

ＮＴＴドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款等に

別段の定めがあ

る取扱いを除き､

この約款の定め

るところにより

ます｡ 

 

 ３ （略） （略） （略） （略） （略）   ３ （略） （略） （略） （略） （略）  

⑷ 

～ （略） 

⑻ 

⑷ 

～ （略） 

⑻ 
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35 他の電気通信事業者との電話等利用契約の締結 35 他の電気通信事業者との電話等利用契約の締結 

 契約相手となる電気通信事業者 締結する電話等利用契約   契約相手となる電気通信事業者 締結する電話等利用契約  

 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーショ

ンズ株式会社 

ソフトバンク株式会社 

 

 

 

 

ＫＤＤＩ株式会社 

 

電話等利用契約 

 

第２種中継電話等契約 

国際電話利用契約 

中継電話契約（第２種中継電話サービス

における0570番号を利用した統一番号サ

ービスに係るものに限ります。） 

第２種一般電話等契約 

第５種データ送受信契約 

  ＮＴＴドコモビジネス株式会社 

 

ソフトバンク株式会社 

 

 

 

 

ＫＤＤＩ株式会社 

 

電話等利用契約 

 

第２種中継電話等契約 

国際電話利用契約 

中継電話契約（第２種中継電話サービス

における0570番号を利用した統一番号

サービスに係るものに限ります。） 

第２種一般電話等契約 

第５種データ送受信契約 

 

  

料金表 

第１表 料金（重複掲載料、番号案内料、質権の設定等に関する手数料、テレホンカー

ドによる支払充当手数料及び附帯サービスの料金を除きます｡) 

 第１ 基本料金 

  １ （略） 

  ２ 料金額 

   ２－１ 契約者回線に係るもの 

    ２－１－１ 

      ～   （略） 

    ２－１－４ 

    ２－１－５ 付加機能使用料 

     ⑴ ⑵以外の付加機能に係るもの 

料金表 

第１表 料金（重複掲載料、番号案内料、質権の設定等に関する手数料、テレホンカード

による支払充当手数料及び附帯サービスの料金を除きます｡) 

 第１ 基本料金 

  １ （略） 

  ２ 料金額 

   ２－１ 契約者回線に係るもの 

    ２－１－１ 

      ～   （略） 

    ２－１－４ 

    ２－１－５ 付加機能使用料 

     ⑴ ⑵以外の付加機能に係るもの 

 

区  分 単 位 

料金額   

区  分 単 位 

料金額  

臨時以外

のもの 

 （月額) 

臨時のも

の 

 （日額) 

臨時以外

のもの 

 （月額) 

臨時のも

の 

（日額) 

 （略）   （略）  

 （
＃
ダ
イ
ヤ
ル)

 
 

着
信
短
縮
ダ
イ
ヤ
ル
機
能 

その契約者回線（加入

電話の契約者回線に

限ります。）へ着信す

る通話を、着信短縮ダ

イヤル番号（契約者か

らの請求により当社

が付与した電話番号

以外の番号であって、

（略） （略） （略） ―   （
＃
ダ
イ
ヤ
ル)

 

着
信
短
縮
ダ
イ
ヤ
ル
機
能 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 

  
その契約者回線（加入

電話の契約者回線に

限ります。）へ着信す

る通話を、着信短縮ダ

イヤル番号（契約者か

らの請求により当社

が付与した電話番号

以外の番号であって、

（略） （略） （略） ―  
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追加番号以外のもの

をいいます｡)により

行うことができるよ

うにする機能 

（略） （略） （略） ― 追加番号以外のもの

をいいます｡)により

行うことができるよ

うにする機能 

（略） （略） （略） ― 

 

 

備
考 

１  

～ （略） 

３  

４ 全国型の着信短縮ダイヤル機能の利用の請求をし、その承諾を受

けた契約者は、その通話の発信を許容する区域として東日本電信電

話株式会社の提供区域にある区域を指定したときは、東日本電信電

話株式会社と着信短縮ダイヤル機能の利用に係る契約を締結したこ

ととなります。この場合の付加機能使用料は、東日本電信電話株式

会社が提供する機能と合わせて当社が定めるものとし、この欄に定

める全国型に係る料金額とします。 

   備
考 

１  

～ （略） 

３  

４ 全国型の着信短縮ダイヤル機能の利用の請求をし、その承諾を受

けた契約者は、その通話の発信を許容する区域としてＮＴＴ東日本

株式会社の提供区域にある区域を指定したときは、ＮＴＴ東日本株

式会社と着信短縮ダイヤル機能の利用に係る契約を締結したことと

なります。この場合の付加機能使用料は、ＮＴＴ東日本株式会社が

提供する機能と合わせて当社が定めるものとし、この欄に定める全

国型に係る料金額とします。 

 

 

  

５ （略） 

６ 東日本電信電話株式会社に着信短縮ダイヤル機能の利用の請求を

し、その承諾を受けた東日本電信電話株式会社の契約者は、その通

話の発信を許容する区域として当社の提供区域にある区域を指定し

たときは、当社とこの機能の利用に係る契約を締結したこととなり

ます。この場合の付加機能使用料は、この約款の規定にかかわらず、

その機能と東日本電信電話株式会社が提供する機能とを合わせて定

めるものとし、東日本電信電話株式会社の契約約款等に定めるとこ

ろによります。 

７ 前項に定める付加機能使用料については、東日本電信電話株式会

社が請求するものとし、料金に関するその他の取扱いについては、

この約款の規定にかかわらず、東日本電信電話株式会社の契約約款

等に定めるところによります。 

８ （略） 

９ （略） 

（注） （略） 

    ５ （略） 

６ ＮＴＴ東日本株式会社に着信短縮ダイヤル機能の利用の請求を

し、その承諾を受けたＮＴＴ東日本株式会社の契約者は、その通話

の発信を許容する区域として当社の提供区域にある区域を指定した

ときは、当社とこの機能の利用に係る契約を締結したこととなりま

す。この場合の付加機能使用料は、この約款の規定にかかわらず、

その機能とＮＴＴ東日本株式会社が提供する機能とを合わせて定め

るものとし、ＮＴＴ東日本株式会社の契約約款等に定めるところに

よります。 

７ 前項に定める付加機能使用料については、ＮＴＴ東日本株式会社

が請求するものとし、料金に関するその他の取扱いについては、こ

の約款の規定にかかわらず、ＮＴＴ東日本株式会社の契約約款等に

定めるところによります。 

８ （略） 

９ （略） 

（注） （略） 

 

 （略）   （略）  
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 第３ 手続きに関する料金 

  １ 適用 

 第３ 手続きに関する料金 

  １ 適用 

 区  分 内          容   区  分 内          容  

 ⑴ 手続きに関する料

金の適用 

（略）   ⑴ 手続きに関する料

金の適用 

（略）  

 ⑵ 契約料の適用に関

する特例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の場合には、２（料金額）にかかわらず、契約料は適用

しません。 

ア 削除 

イ 削除 

ウ （略） 

エ 東日本電信電話株式会社と電話サービスに係る契約を

締結している者が、その契約を解除すると同時に、これ

に相当する当社の電話サービスに係る契約を締結する場

合であって、当社がその事実を東日本電信電話株式会社

からの通知により確認できたとき。 

オ 当社又は東日本電信電話株式会社が提供する特定地域

向け音声利用ＩＰ通信網サービスに係る契約者が、現に

利用している特定地域向け音声利用ＩＰ通信網サービス

に係る契約を解除すると同時に、加入電話の提供を受け

る契約を締結するとき。 

  ⑵ 契約料の適用に関

する特例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の場合には、２（料金額）にかかわらず、契約料は適用

しません。 

ア 削除 

イ 削除 

ウ （略） 

エ ＮＴＴ東日本株式会社と電話サービスに係る契約を

締結している者が、その契約を解除すると同時に、これ

に相当する当社の電話サービスに係る契約を締結する

場合であって、当社がその事実をＮＴＴ東日本株式会社

からの通知により確認できたとき。 

オ 当社又はＮＴＴ東日本株式会社が提供する特定地域向

け音声利用ＩＰ通信網サービスに係る契約者が、現に利

用している特定地域向け音声利用ＩＰ通信網サービスに

係る契約を解除すると同時に、加入電話の提供を受ける

契約を締結するとき。 

 

        

  

第２表 工事に関する費用（附帯サービスに関するものを除きます｡) 第２表 工事に関する費用（附帯サービスに関するものを除きます｡) 

第１ 施設設置負担金 

 １ 適用 

第１ 施設設置負担金 

 １ 適用 

 区  分 内          容   区  分 内          容  

 ⑴ 施設設置負担

金の適用 

ア 施設設置負担金は、加入電話（タイプ１に係る加入電話契約

のものに限ります。）について適用します。 

イ 東日本電信電話株式会社と電話サービスに係る契約を締結

している者が、その契約を解除すると同時に、これに相当する

当社の電話サービスに係る契約を締結する場合であって、当社

がその事実を東日本電信電話株式会社からの通知により確認

できたときは、２（料金額）にかかわらず、施設設置負担金は

適用しません。 

  ⑴ 施設設置負担

金の適用 

ア 施設設置負担金は、加入電話（タイプ１に係る加入電話契約

のものに限ります。）について適用します。 

イ ＮＴＴ東日本株式会社と電話サービスに係る契約を締結し

ている者が、その契約を解除すると同時に、これに相当する当

社の電話サービスに係る契約を締結する場合であって、当社が

その事実をＮＴＴ東日本株式会社からの通知により確認でき

たときは、２（料金額）にかかわらず、施設設置負担金は適用

しません。 

 

 ⑵ 施設設置負担

金の差額負担 

 （略）   ⑵ 施設設置負担

金の差額負担 

 （略）  
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第２ 工事費 

 １ 適用 

第２ 工事費 

 １ 適用 

 区  分 内          容   区  分 内          容  

 ⑴ 

～ （略） 

⑷ 

 

（略） 

  ⑴ 

～ （略） 

⑷ 

 

（略） 

 

 ⑸ 着信短縮ダイ

ヤル機能に関す

る工事費の特例 

ア 料金表第１表第１（基本料金）の規定により、東日本電信

電話株式会社と着信短縮ダイヤル機能の利用に係る契約を締

結することとなる契約者は、当社が、東日本電信電話株式会

社の提供する着信短縮ダイヤル機能に係る交換機等工事費に

係る債権を譲り受けることを承認していただきます。この場

合、当社及び東日本電信電話株式会社は、契約者への個別の

通知又は譲渡承認の請求を省略するものとします。 

イ （略） 

ウ 料金表第１表第１（基本料金）の規定により、東日本電信

電話株式会社の電話サービスに係る契約者であって当社と着

信短縮ダイヤル機能の利用に係る契約を締結することとなる

者は、当社の着信短縮ダイヤル機能に係る交換機等工事費に

係る債権を当社が東日本電信電話株式会社に譲渡することを

承認していただきます。この場合、当社及び東日本電信電話

株式会社は、契約者への個別の通知又は譲渡承認の請求を省

略するものとします。 

エ 前項の規定により、債権を譲渡することとなる工事費に関

するその他の取扱いについては、この約款の規定にかかわら

ず、東日本電信電話株式会社の契約約款等に定めるところに

よります。 

オ （略） 

  ⑸ 着信短縮ダイ

ヤル機能に関す

る工事費の特例 

ア 料金表第１表第１（基本料金）の規定により、ＮＴＴ東日

本株式会社と着信短縮ダイヤル機能の利用に係る契約を締結

することとなる契約者は、当社が、ＮＴＴ東日本株式会社の

提供する着信短縮ダイヤル機能に係る交換機等工事費に係る

債権を譲り受けることを承認していただきます。この場合、

当社及びＮＴＴ東日本株式会社は、契約者への個別の通知又

は譲渡承認の請求を省略するものとします。 

イ （略） 

ウ 料金表第１表第１（基本料金）の規定により、ＮＴＴ東日

本株式会社の電話サービスに係る契約者であって当社と着信

短縮ダイヤル機能の利用に係る契約を締結することとなる者

は、当社の着信短縮ダイヤル機能に係る交換機等工事費に係

る債権を当社がＮＴＴ東日本株式会社に譲渡することを承認

していただきます。この場合、当社及びＮＴＴ東日本株式会

社は、契約者への個別の通知又は譲渡承認の請求を省略する

ものとします。 

エ 前項の規定により、債権を譲渡することとなる工事費に関

するその他の取扱いについては、この約款の規定にかかわら

ず、ＮＴＴ東日本株式会社の契約約款等に定めるところによ

ります。 

オ （略） 

 

 ⑹ 

～ （略） 

⒀ 

 

（略） 

  ⑹ 

～ （略） 

⒀ 

 

（略） 

 

 ⒁ 工事費の適用

除外 

次の工事については、２（工事費の額）の規定にかかわらず、

工事費の支払いを要しません。 

ア  

～ （略） 

カ  

キ 契約者回線の利用休止と同時に、当社又は東日本電信電話

株式会社が提供する特定地域向け音声利用ＩＰ通信網サービ

スの提供を受ける契約を締結する場合の、契約者回線の利用

休止に係る工事 

  ⒁ 工事費の適用

除外 

次の工事については、２（工事費の額）の規定にかかわらず、

工事費の支払いを要しません。 

ア  

～ （略） 

カ  

キ 契約者回線の利用休止と同時に、当社又はＮＴＴ東日本株

式会社が提供する特定地域向け音声利用ＩＰ通信網サービス

の提供を受ける契約を締結する場合の、契約者回線の利用休

止に係る工事 
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 ⒂ 工事費の減額

適用 

（略）   ⒂ 工事費の減額

適用 

（略）  

  

第４表 番号案内料 第４表 番号案内料 

１ 適用 １ 適用 

 区  分 内          容   区  分 内          容  

 ⑴ （略）  （略）   ⑴ （略）  （略）  

 ⑵ 視覚障害者等

が利用する場合

の番号案内料の

免除 

ア 当社は、電話番号案内を利用する者が、次の各号のいずれか

に該当する者であって、あらかじめ当社にその旨を申し出られ

た者（東日本電信電話株式会社に申し出られた者を含みます。）

である場合において、当社が別に定めるところにより電話番号

案内を利用するときは、２（番号案内料の額）の規定にかかわ

らず、その支払いを免除します。 

(ア)  

～ （略） 

(エ) 

イ （略） 

ウ （略） 

エ 当社は、アの規定により当社に番号案内料の免除を申し出ら

れた者について、東日本電信電話株式会社が番号案内料を適用

するために必要な情報を通知します。 

  ⑵ 視覚障害者等

が利用する場合

の番号案内料の

免除 

ア 当社は、電話番号案内を利用する者が、次の各号のいずれか

に該当する者であって、あらかじめ当社にその旨を申し出られ

た者（ＮＴＴ東日本株式会社に申し出られた者を含みます。）

である場合において、当社が別に定めるところにより電話番号

案内を利用するときは、２（番号案内料の額）の規定にかかわ

らず、その支払いを免除します。 

(ア)  

～ （略） 

(エ) 

イ （略） 

ウ （略） 

エ 当社は、アの規定により当社に番号案内料の免除を申し出ら

れた者について、ＮＴＴ東日本株式会社が番号案内料を適用す

るために必要な情報を通知します。 

 

  （注１） 

～  （略） 

（注３） 

   （注１） 

～  （略） 

（注３） 

 

 ⑶ （略）  （略）   ⑶ （略）  （略）  

 ⑷ （略）  （略）   ⑷ （略）  （略）  
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第５表 質権の設定等に関する手数料 

１ 適用 

第５表 質権の設定等に関する手数料 

１ 適用 

 区  分 内          容   区  分 内          容  

 質権の設定等に関

する手数料の適用

に関する特例 

東日本電信電話株式会社と質権を設定している電話加入権に係

る加入電話契約を締結している者が、その契約を解除すると同時

に、当社と加入電話契約を締結し、その電話加入権に質権を設定

する場合（質権者が変更とならない場合であって、当社がその事

実を東日本電信電話株式会社からの通知により確認できたとき

に限ります。）は、２（料金額）にかかわらず、質権設定登録手

数料を適用しません。 

  質権の設定等に関

する手数料の適用

に関する特例 

ＮＴＴ東日本株式会社と質権を設定している電話加入権に係る

加入電話契約を締結している者が、その契約を解除すると同時

に、当社と加入電話契約を締結し、その電話加入権に質権を設定

する場合（質権者が変更とならない場合であって、当社がその事

実をＮＴＴ東日本株式会社からの通知により確認できたときに

限ります。）は、２（料金額）にかかわらず、質権設定登録手数

料を適用しません。 

 

  

附 則 

  （実施期日） 

第１条 

 ～  （略） 

第16条 

（その他の端末設備に関する経過措置） 

第17条 この約款実施の際現に、旧約款の規定により提供している次の端末設備に関する

料金その他の提供条件については、第２項に規定するもののほか、なお従前のとおりと

します。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ （略） 

２ 前項に規定する端末設備のうち旧約款の規定により２段階料金制度を採用しているも

のの利用期間及び解約金の取扱いについては、次のとおりとします。 

⑴ 利用期間 

契約者がその端末設備を利用できる期間は、次のとおりとします。この場合の期間

は、その端末設備が最初に設置された日から起算するものとします。この場合におい

て、東日本電信電話株式会社が提供している端末設備を廃止すると同時に当社からこ

れに相当する端末設備の提供を受けるときは、東日本電信電話株式会社が提供してい

た期間を通算します。 

附 則 

  （実施期日） 

第１条 

 ～  （略） 

第16条 

（その他の端末設備に関する経過措置） 

第17条 この約款実施の際現に、旧約款の規定により提供している次の端末設備に関する

料金その他の提供条件については、第２項に規定するもののほか、なお従前のとおりと

します。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ （略） 

２ 前項に規定する端末設備のうち旧約款の規定により２段階料金制度を採用しているも

のの利用期間及び解約金の取扱いについては、次のとおりとします。 

⑴ 利用期間 

契約者がその端末設備を利用できる期間は、次のとおりとします。この場合の期間

は、その端末設備が最初に設置された日から起算するものとします。この場合におい

て、ＮＴＴ東日本株式会社が提供している端末設備を廃止すると同時に当社からこれ

に相当する端末設備の提供を受けるときは、ＮＴＴ東日本株式会社が提供していた期

間を通算します。 

 端末設備の種類 利用できる期間   端末設備の種類 利用できる期間  

 （略） （略）   （略） （略）  
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⑵ 解約金 

当初使用料の支払期間の中途において端末設備の廃止があった場合には、契約者

は、当社が別に定める方法により算定した額に消費税相当額を加算した額を解約金と

して、当社が定める期日までに支払っていただきます。 

ただし、当社が提供している端末設備を廃止すると同時に東日本電信電話株式会社

からこれに相当する端末設備の提供を受けるときは、この限りでありません。 

(注) ２の⑵に規定する当社が別に定める方法により算出した額は、その端末設備に

係る物品費等と残余の期間を基に算定した額とします。 

（区域内通話の特例に関する経過措置） 

第18条 この約款実施の際現に、旧約款の規定により相互に隣接する２の単位料金区域相

互間の通話（相互接続通話を除きます。）のうち区域内通話として取り扱っている区域

については、この約款の規定にかかわらず、当分の間、なお従前のとおりとします。 

第19条 

 ～  （略） 

第27条 

附則別表 （略） 

⑵ 解約金 

当初使用料の支払期間の中途において端末設備の廃止があった場合には、契約者

は、当社が別に定める方法により算定した額に消費税相当額を加算した額を解約金と

して、当社が定める期日までに支払っていただきます。 

ただし、当社が提供している端末設備を廃止すると同時にＮＴＴ東日本株式会社か

らこれに相当する端末設備の提供を受けるときは、この限りでありません。 

(注) ２の⑵に規定する当社が別に定める方法により算出した額は、その端末設備に

係る物品費等と残余の期間を基に算定した額とします。 

 

第18条 削除 

 

 

第19条 

 ～  （略） 

第27条 

附則別表 （略） 

 附 則（令和７年６月16日企営第155500000676号） 

（実施期日） 

第１条 この改正規定は、令和７年７月１日から実施します。   

（その他） 

第２条 西企営第１号（平成11年７月１日）の附則第18条を「第18条 削除」に改めま

す。   

 



 
電報サービス契約約款の一部改正 
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（電報サービスの提供区域） 

第４条 当社は、別記１に定める提供区域において、電報の受付（東日本電信電話株式

会社が配達を行う電報の受付を含みます。以下同じとします。）及び配達（東日本電信

電話株式会社が受け付けた電報の配達を含みます。以下同じとします。）を行います。 

２ （略） 

（電報サービスの提供区域） 

第４条 当社は、別記１に定める提供区域において、電報の受付（ＮＴＴ東日本株式会

社が配達を行う電報の受付を含みます。以下同じとします。）及び配達（ＮＴＴ東日本

株式会社が受け付けた電報の配達を含みます。以下同じとします。）を行います。 

２ （略） 

（利用の制限） 

第29条 当社は、電報が著しくふくそうするときは、非常扱いの電報及び緊急扱いの電

報を優先的に取り扱うため、そのふくそうの程度に応じて次の措置をとることがあり

ます。 

⑴  

～ （略） 

⑷  

２ 当社は、前項の規定による場合のほか、第13条（配達不能）第１号及び第２号の規

定により配達不能の措置をとったとき（東日本電信電話株式会社がその契約約款及び

料金表に定めるところにより配達不能の措置をとった場合を含みます。）は、その地域

あての電報を受け付けない措置をとることがあります。 

３ （略） 

（利用の制限） 

第29条 当社は、電報が著しくふくそうするときは、非常扱いの電報及び緊急扱いの電

報を優先的に取り扱うため、そのふくそうの程度に応じて次の措置をとることがあり

ます。 

⑴  

～ （略） 

⑷  

２ 当社は、前項の規定による場合のほか、第13条（配達不能）第１号及び第２号の規

定により配達不能の措置をとったとき（ＮＴＴ東日本株式会社がその契約約款及び料

金表に定めるところにより配達不能の措置をとった場合を含みます。）は、その地域あ

ての電報を受け付けない措置をとることがあります。 

３ （略） 

（料金の設定等） 

第32条 当社が受け付けた電報サービスの料金は、当社と協定事業者の提供区間を合わ

せて当社が定めるものとし、料金の請求等料金に関するその他の取扱いについては、

この約款に定めるところによります。 

２ 東日本電信電話株式会社が受け付けた電報サービスの料金は、当社と協定事業者の

提供区間を合わせて東日本電信電話株式会社が定めるものとし、料金の請求等料金に

関するその他の取扱いについては、東日本電信電話株式会社の契約約款及び料金表に

定めるところによります。 

 

（料金の支払義務） 

第33条 発信人は、当社が電報の発信（第５項に規定する場合を除きます。）又は特別取

扱（東日本電信電話株式会社が提供するものを含みます。以下同じとします。）の請求

を承諾したときは、料金表第１（電報サービスの料金）に規定する料金の支払いを要

します。 

２  

～ （略） 

５ 

（料金の設定等） 

第32条 当社が受け付けた電報サービスの料金は、当社と協定事業者の提供区間を合わ

せて当社が定めるものとし、料金の請求等料金に関するその他の取扱いについては、

この約款に定めるところによります。 

２ ＮＴＴ東日本株式会社が受け付けた電報サービスの料金は、当社と協定事業者の提

供区間を合わせてＮＴＴ東日本株式会社が定めるものとし、料金の請求等料金に関す

るその他の取扱いについては、ＮＴＴ東日本株式会社の契約約款及び料金表に定める

ところによります。 

 

（料金の支払義務） 

第33条 発信人は、当社が電報の発信（第５項に規定する場合を除きます。）又は特別取

扱（ＮＴＴ東日本株式会社が提供するものを含みます。以下同じとします。）の請求を

承諾したときは、料金表第１（電報サービスの料金）に規定する料金の支払いを要し

ます。 

２  

～ （略） 

５ 

（債権の譲渡等） 

第37条 発信人（当社が別に定める電気通信事業者の提供する電気通信サービスの設備

から発信した者に限ります｡)は、電報に係る債権（当社が別に定める方法により発信

された電報に係るものを除きます。）を当社がその電気通信事業者に譲渡することを承

（債権の譲渡等） 

第37条 発信人（当社が別に定める電気通信事業者の提供する電気通信サービスの設備

から発信した者に限ります｡)は、電報に係る債権（当社が別に定める方法により発信

された電報に係るものを除きます。）を当社がその電気通信事業者に譲渡することを承



新旧対照 

旧 新 
 

認していただきます。この場合、当社及びその電気通信事業者は、発信人への個別の

通知又は譲渡承認の請求を省略するものとします。 

２ （略） 

３ 第32条（料金の設定等）第２項の規定により、電報サービスの料金を定める東日本

電信電話株式会社が、その契約約款及び料金表に定めるところに従ってその電報に係

る債権を他の電気通信事業者に譲渡するときは、当社は、その譲渡を承諾します。 

４ （略） 

認していただきます。この場合、当社及びその電気通信事業者は、発信人への個別の

通知又は譲渡承認の請求を省略するものとします。 

２ （略） 

３ 第32条（料金の設定等）第２項の規定により、電報サービスの料金を定めるＮＴＴ

東日本株式会社が、その契約約款及び料金表に定めるところに従ってその電報に係る

債権を他の電気通信事業者に譲渡するときは、当社は、その譲渡を承諾します。 

４ （略） 

（注１） 

 ～  （略） 

（注３） 

（注１） 

 ～  （略） 

（注３） 

第11章 損害賠償 

 

（責任の制限） 

第38条 当社は、当社が受け付けた電報について、当社又は協定事業者の責めに帰すべ

き理由により、電報の配達が遅延したとき、電報が配達されなかったとき又は電報の

通信文に誤りを生じたときは、次の場合に限り、発信人の損害を賠償します。 

  ただし、協定事業者が協定事業者の契約約款及び料金表に定めるところによりその

損害を賠償する場合は、この限りでありません。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ （略） 

２ 

～ （略） 

４ 

５ 東日本電信電話株式会社が受け付けた電報に係る損害賠償の取扱いについては、東

日本電信電話株式会社の契約約款及び料金表に定めるところによります。 

  ただし、東日本電信電話株式会社の契約約款及び料金表に定める損害賠償を行う事

態が、当社の故意又は重大な過失により生じたときは、当社がその発信人の損害を賠

償します。 

第11章 損害賠償 

 

（責任の制限） 

第38条 当社は、当社が受け付けた電報について、当社又は協定事業者の責めに帰すべ

き理由により、電報の配達が遅延したとき、電報が配達されなかったとき又は電報の

通信文に誤りを生じたときは、次の場合に限り、発信人の損害を賠償します。 

  ただし、協定事業者が協定事業者の契約約款及び料金表に定めるところによりその

損害を賠償する場合は、この限りでありません。 

 ⑴ （略） 

 ⑵ （略） 

２ 

～ （略） 

４ 

５ ＮＴＴ東日本株式会社が受け付けた電報に係る損害賠償の取扱いについては、ＮＴ

Ｔ東日本株式会社の契約約款及び料金表に定めるところによります。 

  ただし、ＮＴＴ東日本株式会社の契約約款及び料金表に定める損害賠償を行う事態

が、当社の故意又は重大な過失により生じたときは、当社がその発信人の損害を賠償

します。 

（注） （略） （注） （略） 

第12章 雑則 

 

（発信人の氏名の通知等） 

第38条の２ 発信人は、当社が第37条（債権の譲渡等）の規定に基づき他の電気通信事

業者又は請求事業者に債権を譲渡する場合において、当社がその発信人に係る電気通

信番号、発信日時等を、その電気通信事業者又はその請求事業者に通知する場合があ

ることについて、同意していただきます。 

２ 発信人は、当社が発信人の住所、氏名、電話番号等電報サービスの提供のために必

要な情報を、東日本電信電話株式会社に通知する場合があることについて、同意して

いただきます。 

３ （略） 

４ （略） 

第12章 雑則 

 

（発信人の氏名の通知等） 

第38条の２ 発信人は、当社が第37条（債権の譲渡等）の規定に基づき他の電気通信事

業者又は請求事業者に債権を譲渡する場合において、当社がその発信人に係る電気通

信番号、発信日時等を、その電気通信事業者又はその請求事業者に通知する場合があ

ることについて、同意していただきます。 

２ 発信人は、当社が発信人の住所、氏名、電話番号等電報サービスの提供のために必

要な情報を、ＮＴＴ東日本株式会社に通知する場合があることについて、同意してい

ただきます。 

３ （略） 

４ （略） 



新旧対照 

旧 新 
 

料金表 

 

通則 （略） 

第１ 電報サービスの料金 

 １ 適用 

料金表 

 

通則 （略） 

第１ 電報サービスの料金 

１ 適用 

 区  分 内          容   区  分 内          容  

 ⑴ 

～ （略） 

⑶ 

（略） 

  ⑴ 

～ （略） 

⑶ 

（略） 

 

 ⑷ 特別取扱に関

する料金の適用 

ア 東日本電信電話株式会社が提供する特別取扱の料金は、

その特別取扱に相当する２の２－２（特別取扱）に規定す

る特別取扱の料金額と同額とします。 

イ （略） 

ウ （略） 

（注） （略） 

  ⑷ 特別取扱に関

する料金の適用 

ア ＮＴＴ東日本株式会社が提供する特別取扱の料金は、そ

の特別取扱に相当する２の２－２（特別取扱）に規定する

特別取扱の料金額と同額とします。 

イ （略） 

ウ （略） 

（注） （略） 

 

 ⑸ 電報料金の減

免 
（略） 

  ⑸ 電報料金の減  

免 
（略） 

 

  

 附 則（令和７年６月30日企営第155500000676号） 

この改正規定は、令和７年７月１日から実施します。 

 



専用サービス契約約款の一部改正 
新旧対照 

旧 新 
 

 

料金表 

通則 （略） 

第１表 （略） 

料金表 

通則 （略） 

第１表 （略） 

第２表 工事に関する費用（附帯サービスに関するものを除きます。） 第２表 工事に関する費用（附帯サービスに関するものを除きます。） 

第１ 施設設置負担金 

 １ 適用 

第１ 施設設置負担金 

 １ 適用 

 区  分 内          容   区  分 内          容  

 ⑴ 施設設置負担

金の適用 

ア 施設設置負担金は、一般専用サービス又は高速ディジタ

ル伝送サービス（臨時専用契約及び高速ディジタル伝送サ

ービスのプラン２の専用契約に係るものを除きます。）につ

いて適用します。 

イ アに規定するほか、次に掲げる部分については、施設設

置負担金を適用しません。 

(ア) 

～ （略）  

(オ)  

(カ) 専用契約（東日本電信電話株式会社の契約約款に規

定する専用契約を含みます。）を解除すると同時に、こ

れに相当する専用契約を締結する場合（解除された専用

契約が東日本電信電話株式会社に係るものである場合

は、その事実を東日本電信電話株式会社からの通知によ

り確認できた場合に限ります。）はその専用回線の終端

の部分 

  ⑴ 施設設置負担

金の適用 

ア 施設設置負担金は、一般専用サービス又は高速ディジタ

ル伝送サービス（臨時専用契約及び高速ディジタル伝送サ

ービスのプラン２の専用契約に係るものを除きます。）に

ついて適用します。 

イ アに規定するほか、次に掲げる部分については、施設設

置負担金を適用しません。 

(ア) 

  ～ （略）  

(オ)  

(カ) 専用契約（ＮＴＴ東日本株式会社の契約約款に規定

する専用契約を含みます。）を解除すると同時に、これ

に 相当する専用契約を締結する場合（解除された専用

契約がＮＴＴ東日本株式会社に係るものである場合は、

その事実をＮＴＴ東日本株式会社からの通知により確

認できた場合に限ります。）はその専用回線の終端の部

分 

 

 ⑵  

～ （略） 

⑷ 

 （略） 

  ⑵ 

～ （略） 

⑷ 

 （略） 

 

  

 附 則（令和７年６月16日企営第155500000676号） 

 この改正規定は、令和７年７月１日から実施します。   

 



総合ディジタル通信サービス契約約款の一部改正 
新旧対照 

旧 新 
 

 

（付加機能の提供） 

第34条 当社は、契約者から請求があったときは、その契約者回線について料金表第１

表第１（基本料金）に定めるところにより付加機能を提供します。 

  ただし、次の場合には、その付加機能を提供できないことがあります。 

⑴ （略） 

⑵ （略） 

２ （略） 

３ 当社は、料金表第１表第１に別段の定めがあるときは、東日本電信電話株式会社の

総合ディジタル通信サービスに係る契約者に当社の付加機能を提供します。 

（注１） （略） 

（注２） （略） 

（付加機能の提供） 

第34条 当社は、契約者から請求があったときは、その契約者回線について料金表第１

表第１（基本料金）に定めるところにより付加機能を提供します。 

  ただし、次の場合には、その付加機能を提供できないことがあります。 

⑴ （略） 

⑵ （略） 

２ （略） 

３ 当社は、料金表第１表第１に別段の定めがあるときは、ＮＴＴ東日本株式会社の総

合ディジタル通信サービスに係る契約者に当社の付加機能を提供します。 

（注１） （略） 

（注２） （略） 

（番号案内） 

第77条 当社は、当社が付与した契約者回線番号若しくは契約者回線番号以外の番号又

は当社が別に定める協定事業者が提供する電気通信サービスの番号の案内（以下「番

号案内」といいます。）を行います。 

２ （略） 

（注）本条に規定する当社が別に定める協定事業者は、エヌ・ティ・ティ・コミュニケ

ーションズ株式会社並びに別記21に規定する端末系事業者、中継事業者及び携帯・

自動車電話事業者のうち、当社が別に定める協定事業者とします。 

（番号案内） 

第77条 当社は、当社が付与した契約者回線番号若しくは契約者回線番号以外の番号又

は当社が別に定める協定事業者が提供する電気通信サービスの番号の案内（以下「番

号案内」といいます。）を行います。 

２ （略） 

（注）本条に規定する当社が別に定める協定事業者は、ＮＴＴドコモビジネス株式会社

並びに別記21に規定する端末系事業者、中継事業者及び携帯・自動車電話事業者の

うち、当社が別に定める協定事業者とします。 



新旧対照 

旧 新 
 

別記 

１ 

～ （略） 

３ 

４ 相互接続通信の料金等の取扱い 

⑴ 

～ （略） 

⑶ 

⑷ 別記22に規定する接続形態により行われる相互接続通信のうち中継事業者等（エ

ヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社又は別記21に規定する中継事業者

をいいます。以下同じとします。）又は電気通信事業者に係る相互接続通信（当社

が別に定める電気通信設備に着信するものに限ります。）の料金の取扱いは、次の

とおりとします。 

別記 

１ 

～ （略） 

３ 

４ 相互接続通信の料金等の取扱い 

⑴ 

～ （略） 

⑶ 

⑷ 別記22に規定する接続形態により行われる相互接続通信のうち中継事業者等（Ｎ

ＴＴドコモビジネス株式会社又は別記21に規定する中継事業者をいいます。以下同

じとします。）又は電気通信事業者に係る相互接続通信（当社が別に定める電気通信

設備に着信するものに限ります。）の料金の取扱いは、次のとおりとします。 

 

ア  

～ （略） 

ウ  

⑸  

～ （略） 

⑻  

５ 

～ （略） 

20 

ア  

～ （略） 

ウ  

⑸  

～ （略） 

⑻  

５ 

～ （略） 

20 

21 他社相互接続通信に係る協定事業者 21 他社相互接続通信に係る協定事業者 

 協定事業者 内        容   協定事業者 内        容  

 １ 端末系事業

者 

（略）   １ 端末系事業

者 

（略）  

 ２ 中継事業者 電気通信番号規則別表第10号に規定する電気通信番号を用い

て電気通信サービスを提供する協定事業者（東日本電信電話株

式会社及びエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

を除きます。） 

  ２ 中継事業者 電気通信番号規則別表第10号に規定する電気通信番号を用い

て電気通信サービスを提供する協定事業者（ＮＴＴ東日本株

式会社及びＮＴＴドコモビジネス株式会社を除きます。） 

 

 ３ 

～ （略） 

６ 

 

（略） 

  ３ 

～ （略） 

６ 

 

（略） 

 

  



新旧対照 

旧 新 
 

22 相互接続通信の接続形態と料金の取扱い 

⑴ 発信側の電気通信設備：当社の契約者回線又はディジタル公衆電話の電話機等 

 着信側の電気通信設備：端末系事業者に係る電気通信設備又は当社の契約者回線

等 

22 相互接続通信の接続形態と料金の取扱い 

⑴ 発信側の電気通信設備：当社の契約者回線又はディジタル公衆電話の電話機等 

 着信側の電気通信設備：端末系事業者に係る電気通信設備又は当社の契約者回線

等 

 

接 続 形 態 

料金設

定事業

者 

料金請

求事業

者 

料金の支払いを

要する者 

料金に関するそ

の他の取扱い 

  

接 続 形 態 

料金設

定事業

者 

料金請

求事業

者 

料金の支払いを

要する者 

料金に関するそ

の他の取扱い 

 

 1 （略） （略） （略） （略） （略）   1 （略） （略） （略） （略） （略）  

 ２ エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーション

ズ株式会社に係る事

業者識別番号を使用

して通信を行った場

合 

エヌ・

ティ・

ティ・

コミュ

ニケー

ション

ズ株式

会社 

当社 エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社の契約約款

等に規定する者 

エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社の契約約款

等に別段の定め

がある取扱いを

除き､この約款

の定めるところ

によります。 

  ２ ＮＴＴドコモビジネ

ス株式会社に係る事

業者識別番号を使用

して通信を行った場

合 

ＮＴＴ

ドコモ

ビジネ

ス株式

会社 

当社 ＮＴＴドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款等に

規定する者 

ＮＴＴドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款等に

別段の定めがあ

る取扱いを除き､

この約款の定め

るところにより

ます。 

 

 ３ （略） （略） （略） （略） （略）   ３ （略） （略） （略） （略） （略）  

 ⑵ 発信側の電気通信設備：当社の契約者回線又はディジタル公衆電話の電話機等 

   着信側の電気通信設備：携帯・自動車電話事業者に係る電気通信設備 

 ⑵ 発信側の電気通信設備：当社の契約者回線又はディジタル公衆電話の電話機等 

   着信側の電気通信設備：携帯・自動車電話事業者に係る電気通信設備 

 

接 続 形 態 

料金設

定事業

者 

料金請

求事業

者 

料金の支払いを

要する者 

料金に関するそ

の他の取扱い 

  

接 続 形 態 

料金設

定事業

者 

料金請

求事業

者 

料金の支払いを

要する者 

料金に関するそ

の他の取扱い 

 

 1 （略） （略） （略） （略） （略） （略）   1 （略） （略） （略） （略） （略） （略）  

 ２ エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーション

ズ株式会社に係る事

業者識別番号を使用

して通信を行った場

合 

エヌ・

ティ・

ティ・

コミュ

ニケー

ション

ズ株式

会社 

同左 エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社の契約約款

等に規定する者 

エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社の契約約款

等に定めるとこ

ろによります。 

  ２ ＮＴＴドコモビジネ

ス株式会社に係る事

業者識別番号を使用

して通信を行った場

合 

ＮＴＴ

ドコモ

ビジネ

ス株式

会社 

同左 ＮＴＴドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款等に

規定する者 

ＮＴＴドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款等に

定めるところに

よります。 

 

 ３ （略） （略） （略） （略） （略）   ３ （略） （略） （略） （略） （略）  
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⑶ 発信側の電気通信設備：当社の契約者回線又はディジタル公衆電話の電話機等 

   着信側の電気通信設備：エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社又は中

継事業者に係る電気通信設備（当社が別に定めるものに着信するものに限ります。） 

⑶ 発信側の電気通信設備：当社の契約者回線又はディジタル公衆電話の電話機等 

   着信側の電気通信設備：ＮＴＴドコモビジネス株式会社又は中継事業者に係る電気

通信設備（当社が別に定めるものに着信するものに限ります。） 

 

接 続 形 態 

料金設

定事業

者 

料金請

求事業

者 

料金の支払いを

要する者 

料金に関するそ

の他の取扱い 

  

接 続 形 態 

料金設

定事業

者 

料金請

求事業

者 

料金の支払いを

要する者 

料金に関するそ

の他の取扱い 

 

 1 （略） （略） （略） （略） （略）   1 （略） （略） （略） （略） （略）  

 ２ エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーション

ズ株式会社に係る事

業者識別番号を使用

して通信を行った場

合 

エヌ・

ティ・

ティ・

コミュ

ニケー

ション

ズ株式

会社 

当社 エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社の契約約款

等に規定する者 

エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社の契約約款

等に別段の定め

がある取扱いを

除き､この約款

の定めるところ

によります｡ 

  ２ ＮＴＴドコモビジネ

ス株式会社に係る事

業者識別番号を使用

して通信を行った場

合 

ＮＴＴ

ドコモ

ビジネ

ス株式

会社 

当社 ＮＴＴドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款等に

規定する者 

ＮＴＴドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款等に

別段の定めがあ

る取扱いを除き､

この約款の定め

るところにより

ます｡ 

 

 ３ （略） （略） （略） （略） （略）   ３ （略） （略） （略） （略） （略）  

⑷ 

～ （略） 

⑻ 

23 他の電気通信事業者との利用契約の締結 

⑷ 

～ （略） 

⑻ 

23 他の電気通信事業者との利用契約の締結 

 契約相手となる電気通信事業者 締結する利用契約   契約相手となる電気通信事業者 締結する利用契約  

 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーショ

ンズ株式会社 

ソフトバンク株式会社 

 

 

 

 

ＫＤＤＩ株式会社 

 

電話等利用契約 

 

第２種中継電話等契約 

国際ＩＳＤＮ利用契約 

中継電話契約（第２種中継電話サービス

における0570番号を利用した統一番号サ

ービスに係るものに限ります。） 

第２種一般電話等契約 

第５種データ送受信契約 

  ＮＴＴドコモビジネス株式会社 

 

ソフトバンク株式会社 

 

 

 

 

ＫＤＤＩ株式会社 

 

電話等利用契約 

 

第２種中継電話等契約 

国際ＩＳＤＮ利用契約 

中継電話契約（第２種中継電話サービス

における0570番号を利用した統一番号

サービスに係るものに限ります。） 

第２種一般電話等契約 

第５種データ送受信契約 
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料金表 

第１表 料金（重複掲載料及び附帯サービスに関する料金を除きます。） 

第１ 基本料金 

１ （略） 

２ 料金額 

２－１  

     ～ （略） 

２－４ 

２－５ 付加機能使用料 

料金表 

第１表 料金（重複掲載料及び附帯サービスに関する料金を除きます。） 

第１ 基本料金 

１ （略） 

２ 料金額 

２－１  

     ～ （略） 

２－４ 

２－５ 付加機能使用料 

 

区      分 単  位 

料  金  額   

区      分 単  位 

料  金  額  

臨時契約以

外のもの 

  （月額） 

臨時契約の

もの 

  （日額） 

臨時契約以

外のもの 

  （月額） 

臨時契約の

もの 

  （日額） 

 （略）   （略）  

 （
＃
ダ
イ
ヤ
ル)

 
 

着
信
短
縮
ダ
イ
ヤ
ル
機
能 

その契約者回線へ着

信する通信を、着信短

縮ダイヤル番号（契約

者からの請求により

当社が付与した契約

者回線番号以外の番

号であって、追加番号

以外のものをいいま

す。）により行うこと

ができるようにする

機能 

（略） （略） （略） ―   （
＃
ダ
イ
ヤ
ル)

 

着
信
短
縮
ダ
イ
ヤ
ル
機
能 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 

  

その契約者回線へ着

信する通信を、着信短

縮ダイヤル番号（契約

者からの請求により

当社が付与した契約

者回線番号以外の番

号であって、追加番号

以外のものをいいま

す。）により行うこと

ができるようにする

機能 

（略） （略） （略） ―  

（略） （略） （略） ― （略） （略） （略） ― 

 

 

備
考 

１ （略） 

２ （略） 

３ 全国型の着信短縮ダイヤル機能の利用の請求をし、その承諾を受け

た契約者が、その通信の発信を許容する区域として東日本電信電話株

式会社の提供区域にある区域を指定したときは、東日本電信電話株式

会社と着信短縮ダイヤル機能の利用に係る契約を締結したこととな

ります。この場合の付加機能使用料は、東日本電信電話株式会社が提

供する機能と合わせて当社が定めるものとし、この欄に定める全国型

に係る料金額とします。 

４ （略） 

   備
考 

１ （略） 

２ （略） 

３ 全国型の着信短縮ダイヤル機能の利用の請求をし、その承諾を受

けた契約者が、その通信の発信を許容する区域としてＮＴＴ東日本

株式会社の提供区域にある区域を指定したときは、ＮＴＴ東日本株

式会社と着信短縮ダイヤル機能の利用に係る契約を締結したことと

なります。この場合の付加機能使用料は、ＮＴＴ東日本株式会社が

提供する機能と合わせて当社が定めるものとし、この欄に定める全

国型に係る料金額とします。 

４ （略） 
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５ 東日本電信電話株式会社に着信短縮ダイヤル機能の利用の請求を

し、その承諾を受けた東日本電信電話株式会社の契約者は、その通信

の発信を許容する区域として当社の提供区域にある区域を指定した

ときは、当社とこの機能の利用に係る契約を締結したこととなりま

す。この場合の付加機能使用料は、この約款の規定にかかわらず、そ

の機能と東日本電信電話株式会社が提供する機能とを合わせて定め

るものとし、東日本電信電話株式会社の契約約款等に定めるところに

よります。 

６ 前項に定める付加機能使用料については、東日本電信電話株式会社

が請求するものとし、料金に関するその他の取扱いについては、この

約款の規定にかかわらず、東日本電信電話株式会社の契約約款等に定

めるところによります。 

７ （略） 

８ （略） 

（注） （略） 

   

 

５ ＮＴＴ東日本株式会社に着信短縮ダイヤル機能の利用の請求を

し、その承諾を受けたＮＴＴ東日本株式会社の契約者は、その通信

の発信を許容する区域として当社の提供区域にある区域を指定した

ときは、当社とこの機能の利用に係る契約を締結したこととなりま

す。この場合の付加機能使用料は、この約款の規定にかかわらず、

その機能とＮＴＴ東日本株式会社が提供する機能とを合わせて定め

るものとし、ＮＴＴ東日本株式会社の契約約款等に定めるところに

よります。 

６ 前項に定める付加機能使用料については、ＮＴＴ東日本株式会社

が請求するものとし、料金に関するその他の取扱いについては、こ

の約款の規定にかかわらず、ＮＴＴ東日本株式会社の契約約款等に

定めるところによります。 

７ （略） 

８ （略） 

（注） （略） 

 

 （略）   （略）  

  

第２表 工事に関する費用（附帯サービスに関するものを除きます。） 

 第１ 削除 

 第２ 工事費 

  １ 適用 

第２表 工事に関する費用（附帯サービスに関するものを除きます。） 

 第１ 削除 

 第２ 工事費 

  １ 適用 

 区  分 内          容   区  分 内          容  

 ⑴ 

～ （略） 

⑷ 

（略） 

  ⑴ 

～ （略） 

⑷ 

（略） 

 

 ⑸ 着信短縮ダイ

ヤル機能に関す

る工事費の特例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 料金表第１表第１（基本料金）の規定により、東日本電信

電話株式会社と着信短縮ダイヤル機能の利用に係る契約を

締結することとなる契約者は、当社が、東日本電信電話株式

会社が提供する着信短縮ダイヤル機能に係る交換機等工事

費に係る債権を譲り受けることを承認していただきます。こ

の場合、当社及び東日本電信電話株式会社は、契約者への個

別の通知又は譲渡承認の請求を省略するものとします。 

イ （略） 

ウ 料金表第１表第１（基本料金）の規定により東日本電信電

話株式会社の総合ディジタル通信サービスに係る契約者で

あって当社と着信短縮ダイヤル機能の利用に係る契約を締

結することとなる者は、当社の着信短縮ダイヤル機能に係る

交換機等工事費に係る債権を当社が東日本電信電話株式会

  ⑸ 着信短縮ダイ

ヤル機能に関す

る工事費の特例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 料金表第１表第１（基本料金）の規定により、ＮＴＴ東日

本株式会社と着信短縮ダイヤル機能の利用に係る契約を締

結することとなる契約者は、当社が、ＮＴＴ東日本株式会社

が提供する着信短縮ダイヤル機能に係る交換機等工事費に

係る債権を譲り受けることを承認していただきます。この場

合、当社及びＮＴＴ東日本株式会社は、契約者への個別の通

知又は譲渡承認の請求を省略するものとします。 

イ （略） 

ウ 料金表第１表第１（基本料金）の規定によりＮＴＴ東日本

株式会社の総合ディジタル通信サービスに係る契約者であ

って当社と着信短縮ダイヤル機能の利用に係る契約を締結

することとなる者は、当社の着信短縮ダイヤル機能に係る交

換機等工事費に係る債権を当社がＮＴＴ東日本株式会社に
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社に譲渡することを承認していただきます。この場合、当社

及び東日本電信電話株式会社は、契約者への個別の通知又は

譲渡承認の請求を省略するものとします。 

エ 前項の規定により、債権を譲渡することとなる工事費に関

するその他の取扱いについては、この約款の規定にかかわら

ず、東日本電信電話株式会社の契約約款等に定めるところに

よります。 

オ （略） 

 

 

 

 

譲渡することを承認していただきます。この場合、当社及び

ＮＴＴ東日本株式会社は、契約者への個別の通知又は譲渡承

認の請求を省略するものとします。 

エ 前項の規定により、債権を譲渡することとなる工事費に関

するその他の取扱いについては、この約款の規定にかかわら

ず、ＮＴＴ東日本株式会社の契約約款等に定めるところによ

ります。 

オ （略） 

 ⑹ 

～ （略） 

⑽ 

（略） 

  ⑹ 

～ （略） 

⑽ 

（略） 

 

 ⑾ 工事費の適用

除外 

次の工事については、２（工事費の額）の規定にかかわらず、

工事費の支払いを要しません。 

ア  

～ （略） 

オ  

カ 契約者回線の利用休止と同時に、当社又は東日本電信電話

株式会社が提供する特定地域向け音声利用ＩＰ通信網サー

ビスの提供を受ける契約を締結する場合の、契約者回線の利

用休止に係る工事 

  ⑾ 工事費の適用

除外 

次の工事については、２（工事費の額）の規定にかかわらず、

工事費の支払いを要しません。 

ア  

～ （略） 

オ  

カ 契約者回線の利用休止と同時に、当社又はＮＴＴ東日本株

式会社が提供する特定地域向け音声利用ＩＰ通信網サービ

スの提供を受ける契約を締結する場合の、契約者回線の利用

休止に係る工事 

 

 ⑿ （略） （略）   ⑿ （略） （略）  

  

 附 則（令和７年６月16日企営第155500000676号） 

 この改正規定は、令和７年７月１日から実施します。   
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別記 

１ 

～ （略） 

３ 

４ 相互接続通信の料金等の取扱い 

⑴ 

～ （略） 

⑶ 

⑷ 別記15に規定する接続形態により行われる相互接続通信のうち中継事業者等（エ

ヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社又は別記12に規定する中継事業者

をいいます。以下同じとします。）に係る相互接続通信（当社が別に定める電気通

信設備に着信するものに限ります。）の料金の取扱いは、次のとおりとします。 

別記 

１ 

～ （略） 

３ 

４ 相互接続通信の料金等の取扱い 

⑴ 

～ （略） 

⑶ 

⑷ 別記15に規定する接続形態により行われる相互接続通信のうち中継事業者等（Ｎ

ＴＴドコモビジネス株式会社又は別記12に規定する中継事業者をいいます。以下同

じとします。）に係る相互接続通信（当社が別に定める電気通信設備に着信するもの

に限ります。）の料金の取扱いは、次のとおりとします。 

ア （略） 

イ （略） 

⑸  

～ （略） 

⑺ 

４の２ 

～  （略） 

11 

ア （略） 

イ （略） 

⑸  

～ （略） 

⑺ 

４の２ 

～  （略） 

11 

12 他社相互接続通信に係る協定事業者 12 他社相互接続通信に係る協定事業者 

 協定事業者 内        容   協定事業者 内        容  

 １ 端末系事業者 （略）   １ 端末系事業者 （略）  

 ２ 中継事業者 電気通信番号規則別表第10号に規定する電気通

信番号を用いて電気通信サービスを提供する協

定事業者（東日本電信電話株式会社及びエヌ・テ

ィ・ティ・コミュニケーションズ株式会社を除き

ます。） 

  ２ 中継事業者 電気通信番号規則別表第10号に規定する電気通

信番号を用いて電気通信サービスを提供する協

定事業者（ＮＴＴ東日本株式会社及びＮＴＴドコ

モビジネス株式会社を除きます。） 

 

 ３ 

～ （略） 

６ 

 

（略） 

  ３ 

～ （略） 

６ 

 

（略） 

 

13 （略） 

14 （略） 

 

13 （略） 

14 （略） 
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15 相互接続通信の接続形態と料金の取扱い 15 相互接続通信の接続形態と料金の取扱い 

 接 続 形 態 料金を

定める

事業者 

料金を

請求す

る事業

者 

料金の支払いを

要する者 

料金に関するそ

の他の取扱い 

  接 続 形 態 料金を

定める

事業者 

料金を

請求す

る事業

者 

料金の支払いを

要する者 

料金に関するそ

の他の取扱い 

 

 1 発信側の電気通信設備：

接続契約者回線等 

 

着信側の電気通信設備：

端末系事業者、エヌ・テ

ィ・ティ・コミュニケー

ションズ株式会社、中継

事業者、携帯・自動車電

話事業者、若しくはＩＰ

電話事業者に係る電気通

信設備、外国の電気通信

設備又は当社の契約者回

線等（エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーションズ株

式会社又は中継事業者に

係る電気通信設備につい

ては、当社が別に定める

ものに限ります。） 

当社 同左 その通信（その

接続契約者回線

等の契約者以外

の者が行った通

信を含みます。

以下、この表に

おいて同じとし

ます。）の発信に

係る接続契約者

回線等の契約者

（利用回線が光

コラボレーショ

ンモデルに関す

る契約に基づき

提供されるもの

である場合は、

その利用回線の

契約を締結して

いる者が指定す

る者とします。） 

この約款の定め

るところにより

ます。 

  1 発信側の電気通信設備：

接続契約者回線等 

 

着信側の電気通信設備：

端末系事業者、ＮＴＴド

コモビジネス株式会社、

中継事業者、携帯・自動

車電話事業者、若しくは

ＩＰ電話事業者に係る電

気通信設備、外国の電気

通信設備又は当社の契約

者回線等（ＮＴＴドコモ

ビジネス株式会社又は中

継事業者に係る電気通信

設備については、当社が

別に定めるものに限りま

す。） 

当社 同左 その通信（その

接続契約者回線

等の契約者以外

の者が行った通

信を含みます。

以下、この表に

おいて同じとし

ます。）の発信に

係る接続契約者

回線等の契約者

（利用回線が光

コラボレーショ

ンモデルに関す

る契約に基づき

提供されるもの

である場合は、

その利用回線の

契約を締結して

いる者が指定す

る者とします。） 

この約款の定め

るところにより

ます。 

 



新旧対照 

旧 新 
 

 ２ 発信側

の電気

通信設

備：端

末系事

業者に

係る電

気通信

設備 

 

着信側

の電気

通信設

備：接

続契約

者回線

等 

⑴ （略） （略） （略） （略） （略）   ２ 発信側

の電気

通信設

備：端

末系事

業者に

係る電

気通信

設備 

 

着信側

の電気

通信設

備：接

続契約

者回線

等 

⑴ （略） （略） （略） （略） （略）  

 ⑵ 電話サー

ビス又は総合

ディジタル通

信サービスに

係る電気通信

設備から発信

し、エヌ・テ

ィ・ティ・コ

ミュニケーシ

ョンズ株式会

社に係る電気

通信設備を経

由して通信を

行った場合 

エヌ・

ティ・

ティ・

コミュ

ニケー

ション

ズ株式

会社 

当社 エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社の契約約款

等に規定する者 

エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社の契約約款

等に別段の定め

がある取扱いを

除き、それぞれ

電話サービス契

約約款又は総合

ディジタル通信

サービス契約約

款に定めるとこ

ろによります。 

  ⑵ 電話サー

ビス又は総合

ディジタル通

信サービスに

係る電気通信

設備から発信

し、ＮＴＴド

コモビジネス

株式会社に係

る電気通信設

備を経由して

通信を行った

場合 

ＮＴＴ

ドコモ

ビジネ

ス株式

会社 

当社 ＮＴＴドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款等に

規定する者 

ＮＴＴドコモビ

ジネス株式会社

の契約約款等に

別段の定めがあ

る取扱いを除き、

それぞれ電話サ

ービス契約約款

又は総合ディジ

タル通信サービ

ス契約約款に定

めるところによ

ります。 

 

 ⑶ 東日本電

信電話株式会

社に係る電気

通信設備（電

話サービス又

は総合ディジ

タル通信サー

ビスに係るも

の に 限 り ま

す。）から発信

し、エヌ・テ

ィ・ティ・コ

ミュニケーシ

ョンズ株式会

社に係る電気

通信設備を経

由して通信を

行った場合 

東日本

電信電

話株式

会社 

東日本

電信電

話株式

会社 

東日本電信電話

株式会社の契約

約款等に規定す

る者 

東日本電信電話

株式会社の契約

約款等に定める

ところによりま

す。 

  ⑶ ＮＴＴ東

日本株式会社

に係る電気通

信設備（電話

サービス又は

総合ディジタ

ル通信サービ

スに係るもの

に限ります。）

から発信し、

ＮＴＴドコモ

ビジネス株式

会社に係る電

気通信設備を

経由して通信

を行った場合 

ＮＴＴ

東日本

株式会

社 

ＮＴＴ

東日本

株式会

社 

ＮＴＴ東日本株

式会社の契約約

款等に規定する

者 

ＮＴＴ東日本株

式会社の契約約

款等に定めると

ころによります。 

 

 ⑷ （略） （略） （略） （略） （略）   ⑷ （略） （略） （略） （略） （略）  

 ⑸ （略） （略） （略） （略） （略）   ⑸ （略） （略） （略） （略） （略）  

 ３ 

～ 

５ 

（略） （略） （略） （略） （略） 

  ３ 

～ 

５ 

（略） （略） （略） （略） （略） 

 

  



新旧対照 

旧 新 
 

 附 則（令和７年６月16日企営第155500000676号） 

 この改正規定は、令和７年７月１日から実施します。   

 



特定地域向け音声利用ＩＰ通信網サービス契約約款の一部改正 
新旧対照 

旧 新 
 

 

料金表 

通則 （略） 

第１表 料金（重複掲載料及び附帯サービスの料金を除きます｡) 

第１類 基本料金 （略） 

第２類 通信料金 （略） 

料金表 

通則 （略） 

第１表 料金（重複掲載料及び附帯サービスの料金を除きます｡) 

第１類 基本料金 （略） 

第２類 通信料金 （略） 

第３類 手続きに関する料金 

  １ 適用 

第３類 手続きに関する料金 

  １ 適用 

 区  分 内          容   区  分 内          容  

 ⑴ 手続きに関す

る料金の適用 

（略）   ⑴ 手続きに関す

る料金の適用 

（略）  

 ⑵ 契約料の適用

に関する特例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の場合には、２（料金額）にかかわらず、契約料は適用しま

せん。 

ア 

～ （略） 

オ 

カ 東日本電信電話株式会社と加入電話、総合ディジタル通信

サービス又は特定地域向け音声利用ＩＰ通信網サービスに係

る契約を締結している者が、その契約を解除すると同時に、

これに相当する特定地域向け音声利用ＩＰ通信網サービスに

係る契約を締結する場合であって、当社がその事実を東日本

電信電話株式会社からの通知により確認できたとき。 

キ （略） 

  ⑵ 契約料の適用

に関する特例 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の場合には、２（料金額）にかかわらず、契約料は適用しま

せん。 

ア 

～ （略） 

オ 

カ ＮＴＴ東日本株式会社と加入電話、総合ディジタル通信サ

ービス又は特定地域向け音声利用ＩＰ通信網サービスに係

る契約を締結している者が、その契約を解除すると同時に、

これに相当する特定地域向け音声利用ＩＰ通信網サービス

に係る契約を締結する場合であって、当社がその事実をＮＴ

Ｔ東日本株式会社からの通知により確認できたとき。 

キ （略） 

 

        

  

 附 則（令和７年６月16日企営第155500000676号） 

 この改正規定は、令和７年７月１日から実施します。   

 


